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  提出会社の経営指標等 
  

 
(注) １．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、新株予約権付社債等潜在株式がないため記載し

ておりません。 

４．当社は関連会社を有しておりませんので、持分法を適用した場合の投資利益を記載しておりません。 

５．従業員数は就業人員(当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む。)で記載しておりま

す。 
  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第37期

第３四半期 
累計期間

第38期
第３四半期 
累計期間

第37期
第３四半期 
会計期間

第38期 
第３四半期 
会計期間

第37期

会計期間

自平成20年
 ４月１日 
至平成20年
 12月31日

自平成21年
 ４月１日 
至平成21年
 12月31日

自平成20年
 10月１日 
至平成20年
 12月31日

自平成21年 
 10月１日 
至平成21年 
 12月31日

自平成20年
 ４月１日 
至平成21年
 ３月31日

売上高 (百万円) 90,733 85,993 30,855 28,274 124,501

経常利益 (百万円) 5,005 6,763 1,844 2,398 6,745

四半期(当期)純利益 (百万円) 2,308 3,868 472 1,371 3,319

持分法を適用した 
場合の投資利益

(百万円) － － － － －

資本金 (百万円) － － 2,371 2,371 2,371

発行済株式総数 (株) － － 14,529,400 14,529,400 14,529,400

純資産額 (百万円) － － 30,149 34,196 31,164

総資産額 (百万円) － － 56,713 60,759 60,267

１株当たり純資産額 (円) － － 2,075.03 2,353.61 2,144.91

１株当たり四半期 
(当期)純利益

(円) 158.83 266.23 32.50 94.39 228.41

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益

(円) － － － － －

１株当たり配当額 (円) 30.00 35.00 － － 60.00

自己資本比率 (％) － － 53.2 56.3 51.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,960 2,004 － － 7,062

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,797 △363 － － △2,093

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △837 △953 － － △847

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

(百万円) － － 18,272 21,755 21,068

従業員数 (人) － － 1,030 1,033 1,018
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当第３四半期会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

当第３四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

平成21年12月31日現在 

 
(注) １．従業員数は就業人員(当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む。)であり、臨時従業

員数（派遣社員等）は[ ]内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２．満60歳定年制を採用しております。ただし、満60歳以降の雇用を希望する者のうち一定の基準を満たすもの

については、嘱託として期限を定めて採用しております。 

  

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

従業員数(人) 1,033[2,124]
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当第３四半期会計期間における生産実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １．金額は、販売価額によっております。 

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

当第３四半期会計期間における商品仕入実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当第３四半期会計期間における受注実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．モバイルセールス事業の受注高及び受注残高には、携帯電話販売関連等は含まれておりません。 

  

第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

事業区分 金額(百万円) 前年同四半期比(％)

モバイルセールス事業 4 2.6

モバイルサービス事業 7,966 113.3

合計 7,970 111.2

(2) 商品仕入実績

事業区分 金額(百万円) 前年同四半期比(％)

モバイルセールス事業 15,648 83.9

合計 15,648 83.9

(3) 受注実績

事業区分 受注高(百万円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(百万円)

前年同四半期比
(％)

モバイルセールス事業 115 34.4 6 2.4

モバイルサービス事業 8,365 116.4 926 102.8

合計 8,480 112.8 932 79.9
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当第３四半期会計期間における販売実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．当第３四半期会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとお

りであります。 

  

 
 (注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当第３四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

(4) 販売実績

事業区分 金額(百万円) 前年同四半期比(％)

モバイルセールス事業 20,235 84.9

モバイルサービス事業 8,039 114.4

合計 28,274 91.6

相手先

前第３四半期会計期間 当第３四半期会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

日本電気㈱ 6,337 20.5 6,876 24.3

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 8,437 27.3 6,817 24.1

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】
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(1) 業績の状況 

  当第３四半期会計期間の我が国経済は、エコポイント制度などの経済対策の効果や新興国の好調な

経済状況等により、輸出、生産などに一部持ち直しの兆しが見られたものの、円高やデフレが企業収

益の圧迫要因となり、雇用状況や個人消費も厳しい状況が続きました。 

  携帯電話販売市場は、景気の低迷に加え、端末取替期間の長期化や主要事業者における解約率の低

下等もあり、当第３四半期会計期間における端末販売台数が前年同期比で約１割の減少となるなど低

調に推移しました。 

  このような事業環境のもと、当社は店舗における顧客サービスの品質向上に努め、高機能端末への

取替需要の積極的な取り込みを行うとともに、経営効率の改善にも取り組みました。 

  この結果、当第３四半期会計期間の売上高は、モバイルサービス事業での携帯電話端末の保守サー

ビス需要の増加があったものの、モバイルセールス事業での携帯電話端末販売台数の減少などによ

り、282億74百万円（前年同期比8.4％減）となりました。利益面では経営効率の改善に努めたことや

保守サービス需要が増加したことなどにより、営業利益は23億66百万円（同31.5％増）、経常利益は

23億98百万円（同30.0％増）、四半期純利益については13億71百万円（同190.5％増）となりまし

た。 

  

  (モバイルセールス事業) 

   当第３四半期会計期間においては、スマートフォンや無線ＬＡＮ対応端末、決済や位置情報機能

を活用した生活支援サービスや動画配信に対応した高機能端末など、端末ラインアップが充実され

ました。加えて、データ通信定額料金の下限額の見直しなどの通信料金の値下げ、パソコンとのセ

ット販売でのデータ通信カードの販売促進など、各主要事業者において、加入者の獲得や維持に向

けた施策が展開されましたが、携帯電話端末の販売台数は低調に推移しました。 

   このような状況のもと、顧客サービス品質の向上や高機能端末の拡販、販売チャネルの強化など

に注力しましたが、販売台数は市場低調の影響を受け、30万４千台と前年同期比で約１割の減少と

なりました。 

   この結果、売上高は202億35百万円（前年同期比15.1％減）となりました。営業利益について

は、携帯電話端末の販売価格安定化に伴う採算性の向上や低収益事業の採算性向上、個々のショッ

プにおける損益改善努力などにより、9億60百万円（同49.6％増）となりました。 

  

  (モバイルサービス事業) 

   当第３四半期会計期間においては、前年同期に比べ、販売台数が減少する一方で、事業者に 

よる携帯電話の保証サービスの充実などにより、保守サービス需要は増加しました。 

  この結果、売上高は80億39百万円（前年同期比14.4%増）となりました。営業利益については、

売上高の増加や経営効率の改善などにより、14億6百万円（同21.4%増）となりました。 

    

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2) 財政状態の状況 

  当第３四半期会計期間末における資産合計は607億59百万円となり、前事業年度末比では、有価証

券やたな卸資産の増加などにより4億92百万円の増加となりました。 

  負債合計は265億63百万円となり、前事業年度末比では主に未払費用の減少により25億40百万円の

減少となりました。 

  純資産合計は341億96百万円となり、前事業年度末比では主に利益剰余金の増加により30億32百万

円の増加となりました。 

  この結果、当第３四半期会計期間末における自己資本比率は56.3％となり、前事業年度末より4.6

ポイント改善いたしました。 

  

  当第３四半期会計期間末の現金及び現金同等物は、前事業年度末より6億87百万円増加、第２四半

期会計期間末より5億96百万円減少し、217億55百万円となりました。 

  

  当第３四半期会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、5百万円の収入となりました。 

  これは、税引前四半期純利益の計上や仕入債務の増加等の資金増加要因が、たな卸資産及び未収入

金の増加、法人税等の支払などの資金減少要因を上回ったことによるものであります。 

    前年同期比では、法人税等の支払額の増加などがあったものの、主に税引前四半期純利益が増加し

たことにより、1億97百万円の収入増となりました。 

  投資活動によるキャッシュ・フローは、94百万円の支出となりました。 

  これは、主に固定資産の取得による支出であります。 

  前年同期比では、主に固定資産の取得による支出が増加したことにより、64百万円の支出増となり

ました。 

  財務活動によるキャッシュ・フローでは、第38期中間配当金の支払等により5億7百万円の支出とな

りました。 

  前年同期比では、１株当たり中間配当金の増額等により、74百万円の支出増となりました。 

   

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

  当第３四半期会計期間において当社の事業上及び財務上の対処すべき課題について、重要な変更は

ありません。 

   

(4) 研究開発活動 

  記載すべき事項はありません。 
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当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

当第３四半期会計期間において、前四半期会計期間末に計画中であった設備の新設や拡充等につい

て、重要な変更はありません。 

また、当第３四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等の計画はありません。 

  

第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

(2) 設備の新設、除却等の計画
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   該当事項はありません。 

  

   該当事項はありません。 

  

  

 
  

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。 

  

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 48,000,000

計 48,000,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成22年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,529,400 同左
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株でありま
す。

計 14,529,400 同左 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【ライツプランの内容】

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成21年10月１日～
平成21年12月31日

― 14,529,400 ― 2,371 ― 2,707

(5) 【大株主の状況】
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当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載

することができませんので、直前の基準日である平成21年９月30日の株主名簿により記載しておりま

す。 

平成21年９月30日現在 

 
  

平成21年９月30日現在 

 
  

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 

  

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式14,528,100 145,281 ―

単元未満株式 普通株式   1,300 ― ―

発行済株式総数 14,529,400 ― ―

総株主の議決権 ― 145,281 ―

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年 
 ４月

  
 ５月

  
 ６月  ７月  ８月  ９月  １０月

  
 １１月

 
 １２月

最高(円) 1,620 1,636 1,863 1,965 2,255 2,500 2,495 2,485 2,435

最低(円) 1,467 1,521 1,610 1,842 1,934 2,170 2,090 2,160 2,205

３ 【役員の状況】
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当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前第３四半期会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期累計期

間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３

四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成21年４

月１日から平成21年12月31日まで）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で）に係る四半期財務諸表並びに当第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）

及び当第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸表につい

て、あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。 

  

当社は、上海モバイリング社(上海慕百霖通信有限公司)を子会社として有しておりますが、「四半期連

結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、

当該子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集

団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性

が乏しいものとして、四半期連結財務諸表は作成しておりません。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準、利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

 資産基準      0.6％ 

 売上高基準     0.1％ 

 利益基準      0.8％ 

 利益剰余金基準   0.1％ 

  

  

  

  

第５ 【経理の状況】

１  四半期財務諸表の作成方法について

２  監査証明について

３  四半期連結財務諸表について
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１ 【四半期財務諸表】
(1) 【四半期貸借対照表】

（単位：百万円） 

当第３四半期会計期間末 
(平成21年12月31日)

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成21年３月31日)

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 9,757 11,069 

受取手形及び売掛金 14,942 15,843 

有価証券 2,998 998 

商品及び製品 3,882 3,085 

仕掛品 1,772 654 

原材料及び貯蔵品 693 704 

未収入金 6,222 7,277 

関係会社預け金 9,000 9,001 

その他 1,551 1,521 

貸倒引当金 △7 △6 

流動資産合計 50,810 50,146 

固定資産 

有形固定資産 ※1 1,380 ※1 1,453 

無形固定資産 866 1,040 

投資その他の資産 ※2 7,703 ※2 7,628 

固定資産合計 9,949 10,121 

資産合計 60,759 60,267 

負債の部 

流動負債 

支払手形及び買掛金 ※3 12,253 12,658 

未払法人税等 1,552 1,650 

賞与引当金 553 － 

未払費用 6,550 9,413 

その他 1,685 1,508 

流動負債合計 22,593 25,229 

固定負債 

退職給付引当金 3,485 3,400 

その他 485 474 

固定負債合計 3,970 3,874 

負債合計 26,563 29,103 

純資産の部 

株主資本 

資本金 2,371 2,371 

資本剰余金 2,707 2,707 

利益剰余金 29,544 26,620 

自己株式 △0 △0 

株主資本合計 34,622 31,698 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 △426 △534 

評価・換算差額等合計 △426 △534 

純資産合計 34,196 31,164 

負債純資産合計 60,759 60,267 
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(2) 【四半期損益計算書】
 【第３四半期累計期間】

（単位：百万円） 

前第３四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日)

売上高 90,733 85,993 

売上原価 80,091 73,197 

売上総利益 10,642 12,796 

販売費及び一般管理費 ※ 5,844 ※ 6,152 

営業利益 4,798 6,644 

営業外収益 

受取利息 59 49 

受取配当金 211 159 

雑収入 5 6 

営業外収益合計 275 214 

営業外費用 

支払利息 1 2 

固定資産除却損 45 88 

雑支出 22 5 

営業外費用合計 68 95 

経常利益 5,005 6,763 

特別利益 

移転補償金 60 － 

特別利益合計 60 － 

特別損失 

投資有価証券評価損 987 － 

特別損失合計 987 － 

税引前四半期純利益 4,078 6,763 

法人税等 1,770 2,895 

四半期純利益 2,308 3,868 
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 【第３四半期会計期間】
（単位：百万円） 

前第３四半期会計期間 
(自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日)

当第３四半期会計期間 
(自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日)

売上高 30,855 28,274 

売上原価 27,039 23,860 

売上総利益 3,816 4,414 

販売費及び一般管理費 ※ 2,016 ※ 2,048 

営業利益 1,800 2,366 

営業外収益 

受取利息 20 13 

受取配当金 68 42 

雑収入 2 2 

営業外収益合計 90 57 

営業外費用 

支払利息 0 1 

固定資産除却損 26 21 

賃貸借契約解約損 10 － 

雑支出 10 3 

営業外費用合計 46 25 

経常利益 1,844 2,398 

特別損失 

投資有価証券評価損 987 － 

特別損失合計 987 － 

税引前四半期純利益 857 2,398 

法人税等 385 1,027 

四半期純利益 472 1,371 
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円） 

前第３四半期累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー 

税引前四半期純利益 4,078 6,763 

減価償却費 516 541 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 12 △3 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 61 110 

受取利息及び受取配当金 △270 △208 

支払利息 1 2 

為替差損益（△は益） 1 1 

固定資産除却損 45 88 

投資有価証券評価損益（△は益） 987 － 

売上債権の増減額（△は増加） 471 901 

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,148 △1,905 

未収入金の増減額（△は増加） 2,971 1,055 

仕入債務の増減額（△は減少） 1,031 △417 

未払費用の増減額（△は減少） △3,236 △2,863 

未払消費税等の増減額（△は減少） 56 14 

預り金の増減額（△は減少） 205 302 

その他 68 414 

小計 5,849 4,795 

利息及び配当金の受取額 270 208 

利息の支払額 △1 △2 

法人税等の支払額 △2,158 △2,997 

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,960 2,004 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

有形固定資産の取得による支出 △212 △248 

無形固定資産の取得による支出 △144 △172 

投資有価証券の取得による支出 △1,227 － 

投資有価証券の売却による収入 － 46 

その他 △214 11 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,797 △363 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

配当金の支払額 △829 △939 

リース債務の返済による支出 △8 △14 

自己株式の取得による支出 △0 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー △837 △953 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1 △1 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,325 687 

現金及び現金同等物の期首残高 16,947 21,068 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 18,272 ※ 21,755 
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該当事項はありません。 

 
  

該当事項はありません。 

  

  

 
  

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日)

【表示方法の変更】

当第３四半期会計期間
(自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日)

（四半期貸借対照表）

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正す

る内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）が適用になることに伴

い、前第３四半期会計期間において「商品」「半製品」として掲記されて

いたものは、第１四半期会計期間より「商品及び製品」と一括して掲記し

ております。なお、当第３四半期会計期間に含まれる「商品」「半製品」

はそれぞれ3,835百万円、47百万円であります。

【簡便な会計処理】

当第３四半期累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日)

【四半期財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第３四半期累計期間
(自 平成21年４月１日  至 平成21年12月31日)

 税金費用の計算

当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効

果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見

積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

当第３四半期会計期間末 
(平成21年12月31日)

前事業年度末 
(平成21年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は1,717百万円で

あります。

※２ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産 78百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は1,506百万円で

あります。

※２ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産 82百万円

※３ 四半期会計期間末日満期手形

   四半期会計期間末日満期手形の会計処理について

は、当四半期会計期間の末日は金融機関の休日で

したが、満期日に決済が行われたものとして処理

しております。当四半期会計期間末日満期手形は

次のとおりであります。

支払手形 38百万円

                ────────

(四半期損益計算書関係)

第３四半期累計期間

前第３四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日)

 

※ 販売費及び一般管理費の主なもの

給料手当 1,865百万円

従業員賞与 583 〃

退職給付費用 169 〃

福利厚生費 338 〃

賃借料 568 〃

減価償却費 277 〃

業務委託費 715 〃

貸倒引当金繰入額 12 〃

※ 販売費及び一般管理費の主なもの

給料手当 1,923百万円

従業員賞与 444 〃

賞与引当金繰入額 215 〃

退職給付費用 203 〃

福利厚生費 380 〃

賃借料 578 〃

減価償却費 295 〃

業務委託費 733 〃

貸倒引当金繰入額 2 〃

第３四半期会計期間

前第３四半期会計期間
(自 平成20年10月１日
至 平成20年12月31日)

当第３四半期会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日)

※ 販売費及び一般管理費の主なもの

給料手当 635百万円

従業員賞与 200 〃

退職給付費用 57 〃

福利厚生費 117 〃

賃借料 186 〃

減価償却費 96 〃

業務委託費 207 〃

※ 販売費及び一般管理費の主なもの

給料手当 644百万円

賞与引当金繰入額 215 〃

退職給付費用 62 〃

福利厚生費 125 〃

賃借料 194 〃

減価償却費 99 〃

業務委託費 223 〃

貸倒引当金繰入額 3 〃
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当第３四半期会計期間末(平成21年12月31日)及び当第３四半期累計期間(自 平成21年４月１日 至 平

成21年12月31日) 

  

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

  

３ 配当に関する事項 

  配当金支払額 

 
  

１ １株当たり純資産額 

  

 
(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日)

 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 11,273百万円

有価証券勘定 998 〃

関係会社預け金勘定 6,001 〃

現金及び現金同等物 18,272百万円
 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 9,757百万円

有価証券勘定 2,998 〃

関係会社預け金勘定 9,000 〃

現金及び現金同等物 21,755百万円

(株主資本等関係)

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(千株) 14,529

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(千株) 0

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年５月11日 
取締役会

普通株式 436 利益剰余金 30.00 平成21年３月31日 平成21年６月１日

平成21年10月29日 
取締役会

普通株式 509 利益剰余金 35.00 平成21年９月30日 平成21年12月１日

(１株当たり情報)

当第３四半期会計期間末 
(平成21年12月31日)

前事業年度末 
(平成21年３月31日)

2,353.61円 2,144.91円

項目
当第３四半期会計期間末
(平成21年12月31日)

前事業年度末 
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 34,196 31,164

普通株式に係る純資産額(百万円) 34,196 31,164

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(千株) 14,529 14,529
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２  １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 

  

第３四半期累計期間 

  

 
(注) １株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

第３四半期会計期間 

  

 
(注) １株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

平成21年10月29日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ) 中間配当による配当金の総額              509百万円 

(ロ) １株当たりの金額                   35円00銭 

(ハ) 支払請求の効力発生日及び支払開始日     平成21年12月１日 

(注) 平成21年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。 

  

  

前第３四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日)

 
１株当たり四半期純利益 158.83円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい
ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
１株当たり四半期純利益 266.23円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい
ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

項目
前第３四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

四半期純利益(百万円) 2,308 3,868

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 2,308 3,868

期中平均株式数(千株) 14,529 14,529

前第３四半期会計期間
(自 平成20年10月１日
至 平成20年12月31日)

当第３四半期会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日)

 
１株当たり四半期純利益 32.50円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい
ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
１株当たり四半期純利益 94.39円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につい
ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

項目
前第３四半期会計期間
(自 平成20年10月１日
至 平成20年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

四半期純利益(百万円) 472 1,371

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 472 1,371

期中平均株式数(千株) 14,529 14,529

２ 【その他】
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該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成21年２月10日

ＮＥＣモバイリング株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＮ

ＥＣモバイリング株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第37期事業年度の第３四半期会

計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成20年４月１日から平成

20年12月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キ

ャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ＮＥＣモバイリング株式会社の平成20年12月31日現

在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四

半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点に

おいて認められなかった。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  福  田  秀  敏  印

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  田 名 部  雅  文  印

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  栗  田    渉    印

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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平成22年２月10日

ＮＥＣモバイリング株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＮ

ＥＣモバイリング株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第38期事業年度の第３四半期会

計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成21年４月１日から平成

21年12月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キ

ャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ＮＥＣモバイリング株式会社の平成21年12月31日現

在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四

半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点に

おいて認められなかった。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

あずさ監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  福  田  秀  敏  印

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  田 名 部  雅  文  印

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  栗  田    渉    印

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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